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第１８回北九州市ＰＣＢ処理監視委員会 

―処理施設視察報告書― 
 
 
１ 日 時  平成 19 年 12 月 11 日（火） 
 
２ 視察先  下関市環境部奥山工場 

（下関市大字井田字桑木 378）     
 
 
３ 参加者 
 （１）委 員 

浅岡 佐知夫 委員         大庭 卓朗  委員 
是永 逸生  委員         岡田 黎子  委員 
清田 高徳  委員         嶋津 元彦  委員 
成田 裕美子 委員         津田 潔   委員 
古野 和彦  委員         水城 秀信  委員 

 
 （２）行政機関（北九州市） 

環境経済部              部長   後藤 基明 
同                主幹   柴田 俊雄 

環境監視部 監視指導課        課長   山下 俊郎 
同              第二係長   筧 秀美 

環境監視部 産業廃棄物対策室     次長   水口 勝 
環境監視部 環境保全課    企画調整係長   徳原 賢 
環境経済部 環境産業政策室      主査   杉野 元治 
  同                職員   河原 智治 
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４ 視察の背景 
下関市環境部奥山工場（ごみ焼却施設）では、焼却施設にストーカ方式を
採用し、燃焼管理の実施によって、ダイオキシン類発生を抑え、周辺環境へ
の負荷を最小限にとどめている。また、ごみ焼却施設から発生する焼却灰中
のダイオキシン類分解および灰の減容化・有効利用を目的として灰溶融炉が
設置されており、その溶融方式は、日本環境安全事業（株）北九州事業所第
2期施設で採用されるプラズマ溶融分解方式である。 
北九州市ＰＣＢ処理監視委員会では、第 15 回監視委員会において、プラ
ズマ溶融分解実証試験装置の見学を行っており、今回の視察では、実際に稼
働中の溶融炉を見学することによって、第 2期施設に関する知見をより深め
ることを目的としている。 

 
【下関市環境部奥山工場】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○場所：下関市大字井田字桑木 378 
 
○灰溶融炉の概要 

処理方式 プラズマ溶融分解 

処理対象 焼却灰 

処理能力 41 トン / 日 × 2 基（交互稼動） 

 

下関市環境部奥山工場 外観  
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５ 視察 
（１）施設概要説明 
＜先方説明者＞ 
下関市環境部環境施設課奥山工場 工場長 
 
・ 奥山工場の敷地面積は 55,200 平方メート
ル。 

・ ごみは、現在は合併している旧下関市と菊
川町および豊田町から、収集車で奥山工場
へ運ばれてくる。 

・ ごみ収集車が集めたごみは、ごみピットへ
投入され、攪拌混合される。ピットでは約
10 日分のごみを貯留することが出来る。攪
拌されたごみはピットからごみ投入ホッ
パを経由して、焼却炉へ供給される。 

・ 一日あたり 180 トンと 220 トンの処理能力をもつ 2 基の焼却炉が稼働しており、両
方同時稼働で最大 400 トンの処理能力、年間では約 10 万トンの処理能力を持つ。両
焼却炉とも※ストーカ方式を採用している。 

・ 焼却炉から発生した高温の排ガスの熱で蒸気をつくり、最大 4,980 キロワットの自
家発電を行っている。また、高温の排ガスで温水をつくり、近郊の温水プールや浴
場の熱源として利用している。 

・ 焼却炉から発生する灰は、プラズマ溶融炉に送られ、約 1,400℃の高温によってダイ
オキシン類を完全に分解した後、スラグとして取り出される。プラズマ溶融炉は一
日あたり 41 トンの処理能力をもつものが 2基設置されており、交互に稼働している
（北九州 PCB 処理第 2 期施設に設置される溶融炉は 5.2 トン×2 基）。溶融炉の稼働
電力は、焼却炉の熱による自家発電でまかなっている。 

・ これまで焼却施設の灰は最終処分場にて埋め立て処分されていたが、現在はプラズ
マ溶融炉からスラグとして取り出した後、最終処分場の覆土の代用として有効利用
されている。 

 
※ストーカ方式とは：ストーカと呼ばれる格子の上にゴミを載せ、下側から空気を送り
つつ、順次搬送しながら燃焼させる方式。 

奥山工場長による概要説明
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（２）現地見学 
１．奥山工場 ごみ処理設備見学 
奥山工場は、見学者用に説明パネルや観察窓を設置した見学者通路を設けており、監視委員会も

ごみ処理設備全般について、この通路から見学を行った。設備写真は見学通路からガラス越しに撮

影したものである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

タービン発電機 外観 

ごみ焼却時の熱を利用し、最大 4,980ｋＷの電気
を発電している。発電した電力はプラズマ溶融
炉へ供給され、また発電過程でつくられた温水
は温水プール等に利用されている。 

中央制御室 
モニターにて稼働状況の監視を実施している 

行程説明パネル 
各設備ごとに説明用のパネルが設置されている。

見学風景２ 
見学者通路に設置されたパネルを用いて、各設
備の概要について説明が行われた。 

見学風景１ 
見学者用通路のガラス越しに各設備を見学した。

ストーカ式焼却炉 外観 
ストーカ方式にて、ごみの焼却を行っている。 
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２．プラズマ溶融炉見学 

プラズマ溶融炉については、中央制御室及び見学者通路での説明に加え、特別の許可を得
て工場施設内部に立ち入り、溶融炉本体の見学を行った。 
（写真は、奥山工場パンフレットおよび中央制御室のモニター画像を使用。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③プラズマ溶融炉 下部 
プラズマ溶融炉からのスラグ排出の様
子。写真は中央制御室のモニター画面を拡
大したもの。 
奥山工場ではスラグは炉体の下部から常
時連続して排出されているが、北九州 PCB
処理第 2期施設では、数回の処理を実施し、
スラグがたまったら、炉体を傾動し、スラ
グを排出する形式を採用している。 

①プラズマ溶融炉 上部 
溶融炉の上部にはプラズマを発生するプ
ラズマトーチが設置されており、トーチから
は約 15,000℃のプラズマが照射される。プ
ラズマ発生のための電力は、工場内での自家
発電電力でまかなっている。 

②プラズマ溶融炉 炉体 
高温のプラズマ照射によって溶融炉体内
は 1,400℃以上となっており、焼却炉から発
生した焼却灰を炉内にて超高温で溶融する。
これによって焼却灰中のダイオキシンは原
子レベルまで分解される。溶融物はスラグと
して排出される。 
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（３）質疑応答 
 
工場見学の後、主にプラズマ溶融炉についての質疑が行われた。監視委員からの

質問に対して、奥山工場長および同工場のプラズマ溶融炉の設計・製造会社である
(株)神鋼環境ソリューション（以下、SKS）から回答をいただく形で議事が進められ
た。 
 

Ｑ：（委員）これまでにプラズマ溶融炉でのトラブルは発生していないのか。 
Ａ：（SKS）これまでに SKS で建設したプラズマ溶融炉は、奥山工場を含めて 4 件あ
る。試運転時に試行錯誤があったものの、4 件とも大きなトラブルは発生して
いない。 

 
Ｑ：（委員）プラズマ溶融炉は超高温であることから、炉壁の損耗が心配される。例
えば、5 年に一度くらいのペースで大規模な修理などは実施するのか。また、
プラズマと灰は、炉壁の損耗にどのように関係しているのか。 

Ａ：（SKS）現在、大きな補修は年 2 回実施している。溶融炉は 2 基あるので、交互
に稼働させ、稼働していない方を補修することとしている。小規模な補修を行
う場合は、2 基ある炉を切り替えて実施するのでなく、少しの間、炉を停止し
て補修することにしている。現状では、このサイクルによる補修で問題はおき
ていない。 
炉壁損耗へのプラズマと灰の影響であるが、まず、プラズマは超高温のため、
炉内に照射することが炉壁損耗の原因となりうるが、炉壁を直射しないような
設計となっており、影響は限定的と考えている。また、灰については、灰の成
分による炉壁との化学変化が損耗の原因となる。炉壁には耐火性の煉瓦を使っ
ているが、それ自体も酸化物であることから、煉瓦の成分と灰の成分が干渉し
た結果、炉壁側が損耗してくる。損耗の進行具合は、灰の成分等によって変わ
るが、奥山工場の場合、炉壁の交換は半年に 1回である。 

 
Ｑ：（委員）奥山工場に対する住民からの苦情等はないのか。 
Ａ：（工場長）特にない。苦情対象として考えられるのは騒音と悪臭だが、山奥に立
地していることもあり、麓の集落まで音や臭いが達することはない。 

 
Ｑ：（委員）工場の煙突から排煙が見えないのは、ちり状の硫黄成分等を完全に除去
しているからと考えて良いか。バグフィルターが効果的に働いていると考えて
良いか。 

Ａ：（SKS）：排煙として見える可能性があるものには 2種類ある。一つはご指摘のよ
うに細かいちりであり、もう一つは冷却用の水蒸気である。奥山工場では、バ
グフィルターで除じんを行っているため、ちりはほとんど出ていないと考えて
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よい。また、奥山工場では白煙防止のため、排煙に暖かい空気を入れて水蒸気
を見えにくくしてから排出している。この二つの効果で、肉眼では煙突から何
も出ていないように見えるが、実際にはきちんと処理されたガスが放出されて
いる。 

 
Ｑ：（北九州市）奥山工場のプラズマ溶融炉は、連続運転で、6か月に 1回の炉壁補

修をしているとのことである。PCB 処理施設のプラズマ溶融炉は、バッチ運転
を行うこととなっているが、バッチ投入時に温度が変化することに対する炉壁
の損耗について考慮が必要か。 

Ａ：（SKS）PCB 処理の場合、様々な性状の PCB 廃棄物を、ペール缶・ドラム缶に詰
めて一つずつ処理する方式としている。ペール缶・ドラム缶を投入するときに
温度が下がるが、この温度低下は、耐火物（炉壁）にとって大きな温度の変化
ではない。実際、溶融炉には、10 トン、20 トンという単位の耐火物が使用さ
れており、さらに溶融スラグもたまっている。それに対して数百キロ程度の廃
棄物を投入しても、耐火物自体の温度変化は非常にわずかなものである。従っ
て、1,400℃の溶融炉へバッチ投入を行うことは、炉壁損耗には大きく関係し
ないと認識している。 
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６ 委員の感想 
○ プラズマ溶融分解 
・ 今回の奥山工場、特にプラズマ溶融分解炉の視察で、北九州ＰＣＢ処理の第 2
期施設に新設される設備の具体的イメージが得られ理解が向上した。 

・ 稼働中の実機を見学でき、有意義であった。 
・ 処理物がＰＣＢ廃棄物ではなく、ゴミ焼却後の主灰・飛灰ではあったものの、設
備の規模等は、視察を通じて実際に把握することが出来た。 

・ 奥山工場のプラズマ溶融炉は、２次汚染物の発生がほとんどない環境に対して安
全な技術として完成されたものであることが理解できた。 

・ 北九州ＰＣＢ処理第 2 期施設の安全性と関わりの深い技術事項としては、1）第
2期施設のプラズマ溶融は、多様なＰＣＢ汚染物をドラム缶に封入したまま一括
処理するため連続運転ではあるが間欠処理に近く、安定な安全管理ができるかが
ポイントとなる。2）第 2 期施設のＰＣＢの完全分解処理はプラズマ溶融と高温
分解法の組み合わせによるので、後段の高温分解の技術の信頼性が問題となる。
3）固体排出物の大部分がスラグとして固化される点は、第 2 期施設と同じであ
る。4）排出される飛灰中のダイオキシン類の無害化は完全に行われている。5）
溶融炉の分解生成排ガスの SOx、NOx および HCl は奥山工場全体で処理システム
が確立しているが、第 2期施設のプラズマ溶融は、連続運転ではあるが間欠処理
に近く、また HCl の濃度も高く単独処理であるので、安定な排ガス処理ができる
かがポイントとなる。６）無排水プロセスとなっている。７）第 2期施設のプラ
ズマ溶融の排ガス処理は、セーフティーネットとしての活性炭吸着排ガス浄化装
置が重要である。８）制御･監視システムによる正常運転、誤操作防止体制が必
要である。 等 

・ プラズマ溶融分解炉の装置でプラズマ発生部分の機構やトーチ部分を観察出来
なかったことが残念であった。 

・ プラズマ処理物の規模とトーチサイズとの関連やトーチを複数にする設計思想
を理解したい。また、トーチの照射範囲、処理可能範囲等の説明が欲しかった。 

・ 主灰・飛灰のプラズマ炉への挿入機構が、第 2期施設のペール缶挿入方式とどの
ように異なるか、また、問題点はないかを把握したかった。 

・ 今回の視察では、溶融炉でのトラブル発生事例について注目していたが、他施設
を含めてこれまでに大きなトラブルは発生していないという回答を得ることが
できた。 

・ プラズマの温度が 15,000℃以上という高温であるため，施設には徹底した安全
対策が求められる。加えて、「オペレータの判断によって溶融炉へ廃棄物を投入
する」というＰＣＢ処理施設での操作方法は，作業効率や安全性の問題など、オ
ペレータへの依存が大きい。そのため、施設の安全管理とともに、オペレータの
肉体的・精神的な健康管理について、細心の注意を払った管理・運用が必要だと
感じた。 

・ プラズマ溶融分解炉がこんなにも身近で使われているとは知らなかった。 



 - 9 - 

・ プラズマ溶融分解による灰処理は、技術的にも確立しているとのことで整然と処
理されている印象を受けた。 

・ 今回は、通常立ち入ることの出来ないエリアについても視察ができ、実際に、目
や耳で感じたことの中から多くを得ることが出来た。 

・ 高温での処理なので、爆発事故が心配だ。 
 
○ 全般的事項 
・ 奥山工場の立地は、下関市の中心的な場所に位置しているにもかかわらず、住宅
地から離れた山間部であり、恵まれた条件であるといえる。このような条件は北
九州市にはないだろう。 

・ 奥山工場は、非常にきれいで住民との交流も重視しており、廃熱を近隣の施設に
提供していることについても感心した。 

・ 廃熱を利用した施設をつくり、市民への還元を実施しているとのことだが、その
利用状況が気になった。 

・ 奥山工場においては、ごみ焼却施設イコール「汚」という単語は似つかわしくな
いと感じた。ごみ焼却技術だけでなく、ＰＣＢ処理についてもこの 10 年近い年
数で技術が確立されていくことを望む。 

・ 灰溶融の産物であるスラグの再利用や、工場内の電力を自家発電で補う等、パン
フレット中の言葉通り、「有害物質による環境負荷の低減、資源循環型社会構築
への貢献、エネルギーの有効利用」を目指し邁進している下関市へ今後も期待し
たい。 

・ 今後、環境関連施設の計画については、立地場所、費用等の問題が多々発生する
とは思うが、循環型社会の形成に貢献できるよう、十分配慮した計画としてほし
い。 

・ 安全性、経済性の問題等について努力していると感じた。 
・ 今回の視察で学んだ点、気づいた点を参考にして、これからも監視委員として新
たなる緊張感を持って活動したい。 

・ 技術になじみのある専門委員だけでなく市民委員も、熱心に参加していた。 
・ 第 2期施設が安全・安心・確実・効率よく進むように、これまで以上に運搬・操
業について見守っていきたい。 
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【日本環境安全事業㈱北九州事業所からの報告事項】 

奥山工場視察終了後、日本環境安全事業㈱（ＪＥＳＣＯ）北九州事業所より、
監視委員への報告が行われた。報告の内容は以下のとおり。 
 
＜先方出席者＞ 

 
日本環境安全事業（株）  事業部次長              榑林 茂夫 

事業部事業企画課長          太田 志津子 
 
北九州事業所 所長          千葉 高生  
北九州事業所 副所長         石川 学 
北九州事業所運転管理課長       青木 栄治 
北九州事業所営業グループ長      近藤 富彦

他 

 

資料 1：最近のトラブル状況について 

・第 17 回監視委員会以降のトラブルについて日本環境安全事業㈱北九州事業
所より報告が行われた。内容は「グローブボックスでの火花発生」、「フォー
クリフト搬入中の扉脱落による運転会社員の負傷」の 2件である。なお、こ
の2件の内容は、トラブル発生後、速やかに監視委員に情報提供されている。 

 
 

資料 2－1：北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設（第 1期）の処理状況について 

・順調に受入および処理が進行している旨、報告された。 

 

 

資料 2－2：平成 19 年度ＰＣＢ廃棄物処理施設の環境モニタリングについて 
・最新のモニタリング結果について、基準超過はない旨、報告された。 

 
 
 

資料 3：第 2期処理施設の進捗状況 
・第 2 期処理施設建設工事について、事故等なく、安全に実施されている旨、
報告された。 
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資料 4：北九州ＰＣＢ廃棄物処理事業に係る環境保全に関する協定書の変更に

ついて 
・北九州市から、第 2 期処理施設の設置に伴い、「ＰＣＢ廃棄物処理事業に係
る環境保全に関する協定書」の内容変更を行った旨、報告された。 
 

 
 
資料 5：北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設（第 1期）の各県毎の搬入計画について 
・多量保管事業者は平成 20 年度から処理を開始し、その他の保管事業者につい
ては北九州事業の処理対象地域を 3ブロックに分け、ブロックごとに平成 21
年度から半年毎の重点搬入期間を設け順次搬入していくこと、さらに各ブロ
ックでは各県毎の順番を決定していることが報告された。 

 
 
【質疑応答】 
Ｑ：（委員）資料 3の第 2期処理施設の進捗状況について、工事関係者の人数を教え
てほしい。 

Ａ：（JESCO）日々、人数は変わっているので、正確な人数ではないが、12 月初めの
段階では、おおよそ 200 人である。 

 
Ｑ：（委員長）資料 4について、協定書の協定値は、法に基づく排出基準より厳しく
定めたと言うことだが、何を根拠として、協定値を定めたのか。 

Ａ：（北九州市）市としては、協定値は法より厳しく定めることとしている。どこま
で厳しい値を協定値とするかについては、技術には限界があることから、実証
試験の結果等を参考に JESCO と協議し、現在の技術の限界ぎりぎりの値を協定
値として定めた。 

Ｑ：（委員長）JESCO の施設には、技術的に、この協定値を遵守できるシステムが備
わっているという理解でよいか。 

Ａ：（JESCO）よい。設計の段階から、実証試験の結果を踏まえて、どこまで達成で
きるかを検討している。今回定めた協定値は、市と協議の結果、この値までは
達成できるだろうと判断し決定したものである。 

 
Ｑ：（委員）資料 4 の ISO14001 取得は JESCO 全体として取得したのか、北九州事業
所として取得したのか。 

Ａ：（JESCO）北九州事業所としての取得である。ほかの事業所についても順次取得
する予定である。 

 
Ｑ：（委員）資料５の広域処理について、各県の PCB 廃棄物のトータル量について情
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報がほしい。また、重点搬入計画の表では、沖縄県のみ平成 21 年度と 22 年度
で終わることになっているが、なぜか。 

Ａ：（JESCO）各県ごとに、JESCO が早期保管登録を実施しており、これをもとに各
県ごとの廃棄物量を把握している。後日紹介する。 
沖縄県の場合、海上輸送がどうしても必要であること、加えて、保管数が他
県よりも少ないことから、集中して運搬した方がよいと考えている。なお、沖
縄県の保管事業者への JESCO の営業はこれからとなる。 

 
Ｑ：（委員）北九州市で未登録の 42 事業所についての状況を知らせてほしい。 

また、資料 5 についてだが、北九州市と福岡県で、処理に 3 年かかっている
のに、例えば、宮崎・長崎をみると 8 か月間しか割り当てられていない。これ
では最終的に取りこぼしが出てくるのではないか。その対策はどう考えている
のか。 

Ａ：（JESCO）北九州市内の未登録 42 事業所については、前回もご説明したように、
すべての事業所を把握しており、7、8社を除き、機器登録が済んでいる。残り
の未登録事業者については、電話や市の立入検査で、登録をお願いしている状
況である。 
取りこぼしについては、現段階では広域の全ての保管量を完全に把握してい
るとはいえず、何とも言えない状況である。全量の把握には、処理開始後の自
治体との協力関係が必須であり、北九州市と同様に連携できれば全数が把握で
きると考えている。現段階では、すでに判明している PCB 廃棄物について、速
やかに契約を結び、受入れていくことで対応するしかないと考えている。 
 

Ｑ：（委員）搬入計画の表では、平成 27 年 3 月まできっちり予定が書き込まれてい
るが、取りこぼし等へ対応する猶予期間があるのか。 

Ａ：（JESCO）長期間に渡る計画であるため、処理の実情にあわせて、途中で計画の
見直しを行う必要があると考えている。 

Ａ：（北九州市）これまでの北九州市と福岡県の処理期間と比べて、他県の期間が短
いのではとの質問について回答したい。これまで北九州市と福岡県の廃棄物処
理は１期施設のみで対応していたが、平成 21 年 3 月からは 2期施設が稼働する
予定である。2 期施設の稼働に伴い、処理能力が今までの 0.5 トンから 1.5 ト
ンに増強されることを前提として、この計画が立てられている。ただし、処理
を進めていく上で、機器登録に応じない保管事業所も出てくると思われること
から、調整は当然必要になってくると考えている。 

 
Ｑ：（委員長）北九州 PCB 処理事業の期間は決定されているのか。それとも、まだ期
間が延長される可能性はあるのか。期間が決まっているのであれば、資料 5 の
計画は、その期間に合致したものなのか。 

Ａ：（北九州市）JESCO が作成している PCB 廃棄物処理事業基本計画の中で 17 県の
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PCB 廃棄物については平成 27 年 3 月までに処理を完了することとなっている。 
 
Ｑ：（委員長）27 年 3 月であれば、重点搬入計画は、期限に合致していることにな
るが、先ほどの指摘にあったようにぎりぎりまで計画が入っている点について、
もう少し余裕を持たせなくてもよいのか。 

Ａ：（北九州市）このようなかたちで 4 巡する搬入計画をつくっているが、2 巡目、
3 巡目の段階で、全体の計画を見直すことにしている。現段階ではこの計画に
沿って 27 年 3 月までに処理を終わらせる予定である。また、17 県で組織する
広域調整協議会では、各県が JESCO と協力して処理をスムーズに進めていくこ
とを確認していることから、各県でも取りこぼしがないように責任を持って進
めていくものと考えている。 

Ａ：（北九州市）また、JESCO の計画では平成 27 年 3 月、法律では 28 年 7 月が期限
ということになっているので、法律に対しては一応余裕をもった計画とはなっ
ている。 

Ｑ：（委員長）28 年 7 月は処理期限か、それとも施設の解体・撤去まで全て含めた
期限か。 

Ａ：（北九州市）28 年 7 月は、解体・撤去までを含めた期限である。 
 

以  上 


